
2022/12/10 Reading Circle for Inequality Studies 
 

1 
 

［文献］Jackson, M. I., & Schneider, D. (2022). Public Investments and Class Gaps in Parents’ 

Developmental Expenditures. American Sociological Review, 87(1), 105–142. 

 

麦山 亮太（学習院大学） 

 

背景と目的 
SESの高い親は子どもにより多くの私的投資を行う傾向があり、しかもその格差は近年ま
すます拡大している。公的支出（public investments）はこうした親の子どもへの私的投資
の格差を縮小するための方策と見られているが、実際に公的支出が子どもへの私的投資の
格差を縮小するのかどうかについては明らかになっていない。そこで本研究は州レベルの
公的支出に関する詳細なデータを世帯の支出に関する個票データにマッチングして、公的
支出の増加が階層間の子どもへの私的投資の格差を減らすことにつながるのかを、公的支
出の種類の別にも注意を払いながら検証する。 

 

公的支出は家庭の内外における子どもを取り巻く環境に影響を与えて、所得階層間の子ど
もへの投資の不平等を縮小すると考えられる：  

- 家庭の外への効果：公立学校への支出増、公的な就学前教育の整備など。これらは
資源の少ない低階層の子どもにとってより利益が大きいだろう。 

- 家庭の内への効果：低階層の家庭への金銭や現物支給を行ったり、学校教育を無償
とすることで、家庭の経済的資源は増加し、その結果子どもへの投資も増加するだ
ろう。一方で高階層の子どもへの投資はあまり影響を受けないだろう。 

とりわけ、公的支出が累進的であり（所得が低いほどより多くの利益を得る）、現金給付
や生活必需品への支出を代替するかたちのものほど、不平等を縮小する効果は大きいだろ
う。 

 

方法 
1998‒2014年の Consumer Expenditures Survey（日本でいう家計調査）に各州の子どもへの
公的支出をまとめたデータベース State-by-State Spending on Kids Datasetをマッチングした
データ。State-by-State Spending on Kids Dataset は、Table 1のようにさまざまな項目につい
て各州が各年にどれくらい子どもやその家族に関わる支出を行っているのかをまとめてい
る。 
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分析対象：Consumer Expenditures Surveyのデータにおける 0–18歳の子どもがいる世帯（N 

= 118,278） 

 

従属変数：直近 3ヶ月の子どもへの支出（Children’s furniture, clothing, equipment, 

recreational equipment, toys, games, arts and crafts, musical equipment, and educational books）。
総支出を世帯にいる子どもの人数で割った値を用いる。 

独立変数：世帯の所得ランク、親の学歴、公的支出。 

統制変数：世帯人数、家族構造（母子世帯かどうか）、親の年齢、親の人種、親の労働時
間（以上世帯レベル）、最低賃金の額、州知事の政党、失業率、相対的貧困率、大卒者割
合、黒人割合、ヒスパニック割合（以上州レベル） 
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モデル：Two-way fixed effects model 

𝑌!"# =	𝛽$ +	𝛽%𝑆𝐸𝑆!"# + 𝛽&𝑆𝑝𝑒𝑛𝑑",#(% + 𝛽)𝑆𝐸𝑆!"# × 𝑆𝑝𝑒𝑛𝑑",#(% + 𝛽*𝑋 + 𝜇" + 𝜃# + 𝜀!"# 

ただし𝑖: individual,	 𝑠: state, 𝑡: year。State FEと Year FEを統制することで、州／年固有の効
果を除いたWithin-state variation across yearsが子どもへの支出に与える効果を推定する。 

 

結果 
どれくらいの公的支出を行っているのかは州によって異なる（Figure 1）。また、その金額
のばらつきも年によって変化している（Figure 2）。 

 

 



2022/12/10 Reading Circle for Inequality Studies 
 

4 
 

Two-way fixed effects modelを推定した結果（Table 3 (3)、予測確率は Figure 5）。公的支出の
総額が多くなるほど、子どもへの投資の所得階層間の差は縮小することがわかる。 

 

 

所得階層でなく学歴を使って見た場合（所得統制済）でも、階層間の子どもへの支出の格
差が縮小することが確認できる（Figure 6）。 
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どのような支出を行うとどのように格差が縮小するのだろうか？Table 3 (4)–(6)（所得サポ
ート、健康への支出、教育への支出）の結果をもとに予測確率を求めると、所得サポートや
健康への支出は低階層の親の子どもへの支出を増やすことによって格差を縮小するのに対
して、教育支出は高階層の親の子どもへの支出を減らすことによって格差を縮小する
（Figure 7）。 
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感想 
マクロな制度や政策と個人レベルの属性（e.g. 階層）との交互作用というのは社会学の伝
統的な切り口だが、この論文ではそれをより因果的に進めた論文といえる。 

 

最近、不平等研究はもっと政策志向の研究もしていくべきだという議論が高まっている
（例：https://journals.sagepub.com/topic/collections-srd/srd-1-

special_collection_sociology_role_in_responding-to-inequality/srd）。こういった Fixed-effects 

model/DiDを使った政策効果の分析というのは経済学者が主にやっているイメージだが、
社会学でもこういった研究は今後ますます増えるかもしれないと思った。 

 

ちなみに、アメリカは州によって大きく制度や政策が異なるのでこういった分析に適して
いる一方、アメリカ以外では国のなかの政策的な違いというのはそこまで大きくないの
で、地域の variationを使った分析はハードルが高かったりする印象。ヨーロッパではこう
いったことは国を単位として分析するというのがよりメジャーかもしれない。 

 

著者のうちの一人の Daniel Schneiderは論文の生産性が異常に高く、書く論文は「手堅い論
文」のお手本のようなものが多いので、論文を書く上での参考になるかもしれない（もち
ろん読むのと書くのでは大違いなのですが……）。 

 


